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旧（平成 21 年 10 月第 2 版） 新（平成 27 年 11 月第 3 版）
書名 改正建築士法による重要事項説明のポイント 書名 建築士法による重要事項説明のポイント
p.1
上 3 行

1.1　制度創設の経緯 p.1
上 3 行

1.1　制度創設までの経緯

p.3
下 10 行

今回の建築士法改正で p.3
下 12 行

平成 18 年の建築士法改正で

p.3
最下行

（追加） p.3
下 2 行

（後掲別記 1 参照）

p.4
上 3 行

　重要事項説明は、建築士法（平成 20 年 11 月 28 日施
行以後のもの。以下「法」という。）の第 24 条の 7 に「重
要事項の説明等」として規定されました。

p.5
上 3 行

　重要事項説明は、建築士法の第 24 条の 7 に「重要事
項の説明等」として規定されています。

p.4
下 15 行

建築士事務所の開設者は、設計又は工事監理の委託を
受けることを内容とする契約（以下それぞれ「設計受
託契約」又は「工事監理受託契約」という。）を建築主
と

p.5
下 14 行

建築士事務所の開設者は、設計受託契約又は工事監理受
託契約を建築主と

p.5
上 2 行

　重要事項説明に関する規定は法第 24 条の 7（前ペー
ジ参照）及び建築士法施行規則（平成 21 年 1 月 5 日施
行以後のもの。以下「施行規則」という。）第 22 条の
2 の 2 によって規定されています。

p.6
上 2 行

（削除）

p.5
上 4 行

　法第 24 条の 7 第 1 項の本文では、まず説明しなけ
ればならない事項

p.6
上 2 行

　法第 24 条の 7 第 1 項の本文では、説明しなければな
らない事項

p.5
上 13 行

 さらに第 2 項では、管理建築士等が重要事項の説明を
するときは、建築士免許証又は建築士免許証明書を提
示しなければならないことが規定されています。
　また施行規則第 22 条の 2 の 2 では、第一号から第六
号に具体的な重要事項が規定されましたが、重要事項
説明書の様式は規定されていません。

p.6
上 10 行

　平成 26 年の建築士法改正に伴う平成 27 年の改正省令
（第 22 条の 2 の 2、第 17 条の 38）により、重要事項は下
表のように規定されました。この改定により重要事項に
建築士事務所の一級、二級、木造の別が追加されたこと
に注意が必要です。
　さらに第 2 項では、管理建築士等が重要事項の説明を
するときは、建築士免許証又は建築士免許証明書を提示
しなければならないことが規定されています。
　また重要事項説明書の様式は省令改正後も規定されて
いません。

建築士法による重要事項説明のポイント新旧対照表
＊ 本表における下線部は、変更箇所を示しています。
＊ 本表における行数は、文字行のみを数えます。
＊ 本表における「上○行」という表記は、本文を上から数えて○行目にある文字行を意味します。
＊ 本表における「下○行」という表記は、本文を下から数えて○行目にある文字行を意味します。
＊ 斜体は補足表記です。
＊ 変更部が多く本表枠内に収めにくいものは、別記として後掲しています。
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旧（平成 21 年 10 月第 2 版） 新（平成 27 年 11 月第 3 版）
p.5
下 16 行

建築士法施行規則
（重要事項説明）
第 22 条の 2 の 2
　法第 24 条の 7 第 1 項第六号の国土交通省令で定める
事項は、次に掲げるものとする。
　一　建築士事務所の名称及び所在地
　二　�建築士事務所の開設者の氏名（当該建築士事務

所の開設者が法人である場合にあっては、当該
開設者の名称及びその代表者の氏名）

　三　�設計受託契約又は工事監理受託契約の対象とな
る建築物の概要

　四　業務に従事することとなる建築士の登録番号
　五　�業務に従事することとなる建築設備士がいる場

合にあっては、その氏名
　六　�設計又は工事監理の一部を委託する場合にあっ

ては、当該委託に係る設計又は工事監理の概要
並びに受託者の氏名又は名称及び当該受託者に
係る建築士事務所の名称及び所在地

p.6
下 20 行

建築士法施行規則
（重要事項説明）
第 22 条の 2 の 2
　法第 24 条の 7 第 1 項第六号に規定する国土交通省令で
定める事項は、第 17 条の 38 第一号から第六号までに掲
げる事項とする。

（延べ面積が 300 平方メートルを超える建築物に係る契
約の内容）
第 17 条の 38
　法第 22 条の 3 の 3 第 1 項第六号に規定する国土交通省
令で定める事項は、次に掲げるものとする。
　一　�建築士事務所の名称及び所在地並びに当該建築士

事務所の一級建築士事務所、二級建築士事務所又
は木造建築士事務所の別

　二　�建築士事務所の開設者の氏名（当該建築士事務所
の開設者が法人である場合にあっては、当該開設
者の名称及びその代表者の氏名）

　三　�設計受託契約又は工事監理受託契約の対象となる
建築物の概要

　四　業務に従事することとなる建築士の登録番号
　五　�業務に従事することとなる建築設備士がいる場合

にあっては、その氏名
　六　�設計又は工事監理の一部を委託する場合にあって

は、当該委託に係る設計又は工事監理の概要並び
に受託者の氏名又は名称及び当該受託者に係る建
築士事務所の名称及び所在地

　七　設計又は工事監理の実施の期間
　八　�第三号から第六号までに掲げるもののほか、設計

又は工事監理の種類、内容及び方法
　　注）　�第七号、八号は「重要事項説明書」への記載事

項ではない。
p.6
上 1 行

1.3 重要事項説明と書面の交付（法第 24 条の 8）の
関連について

（項目差し替え）

p.7
上 5 行

1.3 重要事項説明と書面による契約及び書面の交付との
関連について

（以下後掲別記 2 参照）
p.11
上 4 行

　重要事項説明の対象になる業務契約については、法
律において『設計又は工事監理の委託を受けることを
内容とする契約（以下それぞれ「設計受託契約」又は「工
事監理受託契約」という。）を建築主と締結しようとす
るときは、……』と規定されており、設計業務と工事
監理業務に明確に限定されました。

p.11
上 4 行

　重要事項説明の対象になる業務契約については、法第
24 条の 7 において『建築士事務所の開設者は、設計受託
契約又は工事監理受託契約を建築主と締結しようとする
ときは、……』と規定されており、設計業務と工事監理
業務に明確に限定されています。

p.11
下 14 行

　また、受託した業務の一部を再委託する外注委託の
下請契約は、専門家間の契約であり、発注者である元
請事務所は法律が規定している「建築主に対し」に該
当しないために、下請事務所の元請事務所に対する重
要事項説明は不要です。

p.11
下 15 行

　また、受託した業務の一部を他の建築士事務所へ委託
する再委託契約は、専門家間の契約であり、発注者であ
る建築士事務所は法律が規定している「建築主に対し」
に該当しないために、建築士事務所間における重要事項
説明は不要です。

p.11
下 10 行

不要になります。 p.11
下 11 行

不要になります（資料：建築士法等の一部を改正する法
律等の施行について（技術的助言）平成 20 年 11 月 28 日
･ 国住指第 3465 号を参照）。

p.11
下 8 行

　重要事項説明を行う時期については、法律において
『設計又は工事監理の委託を受けることを内容とする
契約（以下それぞれ「設計受託契約」又は「工事監理
受託契約」という。）を

p.11
下 8 行

　重要事項説明を行う時期については、法第 24 条の 7 に
おいて『……設計受託契約又は工事監理受託契約を
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旧（平成 21 年 10 月第 2 版） 新（平成 27 年 11 月第 3 版）
p.12
上 5 行

　設計施工一括方式で設計業務を受託する建設会社な
どの場合は、従前からの「書面の交付」（法第 24 条の
8）において、工事請負契約の時を設計契約の時とみな
すことが、国土交通省により容認されてきたことから、
この考え方を踏襲して、工事請負契約の締結前に重要
事項説明を行うことになります。
　また、重要事項説明は書面を交付して説明すること
が規定されましたが、従前から実施されている「書面
の交付」（法第 24 条の 8）は、『……契約を締結したと
きは遅滞なく……』と規定されており、契約後に遅滞
なく書面を交付しなければなりませんが、この書面の
交付と重要事項説明とは別の手続きであり、書面交付
は契約の前後で両方必要ですから混同しないよう注意
が必要です。

p.12
上 4 行

　設計施工一括方式で設計業務を受託する場合について
は、平成 26 年の建築士法改正における書面による契約の
義務化（法第 22 条の 3 の 3）において、契約書面の相互
交付の時期は直接的に法律で規定されませんでしたが、
設計業務が完了した時点でも設計受託契約が締結されて
いない状態は避けなければなりません。このため、設計
施工一括方式で設計受託契約を工事請負契約書に含める
場合においても、その重要事項説明を行う時期は、遅く
とも設計業務が完了する前で、かつ設計受託契約を含む
工事請負契約書の締結の前には行う必要があります。

p.12
上 13 行

2.3 重要事項説明の時期と契約後の書面の交付の時期
（項目削除、差し替え）

p.12
上 10 行

　重要事項説明の時期及び書面の交付の時期と受託業務
との関係を整理すると次のようになります。

（以下後掲別記 3 参照）
p.13
下 8 行

2.4　説明の相手方 p.13
上 1 行

2.3　説明の相手方

p.13
下 7 行

　重要事項説明の相手方については、法律において p.13
上 2 行

　重要事項説明の相手方については、法第 24 条の 7 にお
いて

p.14
上 10 行

2.5　説明する建築士 p.13
下 15 行

2.4　説明する建築士

p.14
上 11 行

　重要事項を説明する者については、法律において p.14
下 14 行

　重要事項を説明する者については、法第 24 条の 7 にお
いて

p.14
下 8 行

2.6　書面を交付して説明 p.14
上 2 行

2.5　書面を交付して説明

p.14
下 4 行

施行規則第 22 条の 2 の 2 の各号に合計 11 項目規定さ
れました。

p.14
上 6 行

施行規則第 22 条の 2 の 2 及び 17 条の 38 により合計 11
項目規定されています。

p.14
下 2 行

記載した事項について説明すればよいことになりま
す。

p.14
上 8 行

記載した事項について説明すればよいとされています。

p.15
上 6 行

2.7　免許証を提示して説明 p.14
上 15 行

2.6　免許証を提示して説明

p.15
下 8 行

2.8　罰則等について p.15
上 1 行

2.7　罰則等について

p.15
下 5 行

法第 26 条第 2 項第三号 p.15
上 4 行

法第 26 条第 2 項第一号

p.16
上 1 行

平成 20 年 11 月 28 日施行 p.15
下 5 行

平成 27 年 6 月 25 日施行

p.17
上 7 行

　そこで、建築士事務所の利便を図るとともに、制度
の円滑な運用と実効性確保に寄与することを目的に、
本書を執筆した建築四団体による「重要事項説明内容
等検討会」において、『（四会推奨）重要事項説明書』
様式を作成して公表することとなりました。この様式
が、関係団体の会員のみならず、すべての建築士事務
所に広く利用されて、制度導入の目的達成に貢献でき
ることを願っています。
　この様式の作成においては、次のことが考慮されて
います。

p.17
上 7 行

　本書を執筆した建築四団体では、建築士事務所の利便
を図るとともに、制度の円滑な運用と実効性確保に寄与
することを目的に、『（四会推奨）重要事項説明書』様式
を作成して公表しています。この様式が、関係団体の会
員のみならず、すべての建築士事務所に広く利用されて、
制度導入の目的達成に貢献できることを願っています。
　この様式では、次のことが考慮されています。

p.17
上 13 行

あらゆる対象建築物の業務に使用可能な様式を目指し
た。

p.17
上 13 行

あらゆる対象建築物の業務に使用可能な様式とした。
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p.17
上 15 行

省令（施行規則第 22 条の 2 の 2）の各号に p.17
上 14 行

省令（施行規則第 22 条の 2 の 2 及び同第 17 条の 38）に

p.17
下 7 行

これらの事項を記載することを推奨するのは、 p.17
下 8 行

これらの事項を記載することを推奨しているのは、

p.17
下 3 行

宅地建物取引主任者 p.17
下 4 行

宅地建物取引士

p.18
上 17 行

◇（社）日本建築士事務所協会連合会
　http：//www.njr.or.jp/
◇（社）日本建築士会連合会
　http：//www.kenchikushikai.or.jp/
◇（社）日本建築家協会
　http：//www.jia.or.jp/
◇（社）建築業協会
　http：//www.bcs.or.jp/asp/ano/book.asp

p.18
上 16 行

◇（一社）日本建築士事務所協会連合会
　http：//www.njr.or.jp/
◇（公社）日本建築士会連合会
　http：//www.kenchikushikai.or.jp/
◇（公社）日本建築家協会
　http：//www.jia.or.jp/
◇（一社）日本建築業連合会
　http：//www.nikkenren.com

p.18
下 8 行

　また、契約締結したときに行う「書面の交付」の様
式は、上記の四団体による民間建築設計監理業務標準
委託契約約款検討委員会において、従前から契約書・
契約約款と併行して使用する様式として制定され、契
約書・契約約款・業務委託書に付随する様式として販
売されてきました。この様式を含む契約書・契約約款・
業務委託書は、今回の改正法に合わせた見直し作業が
進められ、平成 21 年 8 月に改訂版として発行されまし
た。

p.18
下 11 行

（削除）

p.21
上 3 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.21
上 3 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.21
上 11 行

（追加） p.21
上 11 行

区分（一級、二級、木造） ： （ 一級 ）建築士事務所

p.21
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.21
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.22
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.22
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.23
下 5 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.23
下 5 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.23
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.23
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.24
上 3 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.24
上 3 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.24
上 11 行

（追加） p.24
上 11 行

区分（一級、二級、木造） ： （ 一級 ）建築士事務所

p.24
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.24
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.25
下 5 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.25
下 5 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.25
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.25
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.26
上 3 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.26
上 3 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.26
上 11 行

（追加） p.26
上 11 行

区分（一級、二級、木造） ： （ 一級 ）建築士事務所

p.26
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.26
下 1 行

重要事項説明書様式 03
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p.27
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.27
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.28
下 5 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.28
下 5 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.28
下 2 行

○○企画開発㈱　取締役企画部長　○○猛桁 p.28
下 2 行

○○企画開発㈱　取締役企画部長　○○猛行

p.28
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.28
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.29
上 3 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.29
上 3 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.29
上 11 行

（追加） p.29
上 11 行

区分（一級、二級、木造） ： （ 一級 ）建築士事務所

p.29
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.29
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.30
下 5 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.30
下 5 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.30
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.30
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.31
上 3 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.31
上 3 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.31
上 11 行

（追加） p.31
上 11 行

区分（一級、二級、木造） ： （ 一級 ）建築士事務所

p.31
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.31
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.32
下 5 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.32
下 5 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.32
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.32
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.33
上 3 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.33
上 3 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.33
上 11 行

（追加） p.33
上 11 行

区分（一級、二級、木造） ： （ 二級 ）建築士事務所

p.33
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.33
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.34
下 5 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.34
下 5 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.34
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.34
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.35
上 3 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.35
上 3 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.35
上 11 行

（追加） p.35
上 11 行

区分（一級、二級、木造） ： （ 一級 ）建築士事務所

p.35
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.35
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.36
下 5 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.36
下 5 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.36
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.36
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.37
上 3 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.37
上 3 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.37
上 11 行

（追加） p.37
上 11 行

区分（一級、二級、木造） ： （ 一級 ）建築士事務所
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p.37
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.37
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.38
下 5 行

平成 21 年 9 月 1 日 p.38
下 5 行

平成 27 年 10 月 1 日

p.38
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.38
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.40
上 11 行

（追加） p.40
上 11 行

区分（一級、二級、木造） ： （ 　　）建築士事務所

p.40
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.40
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.41
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.41
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.42
下 1 行

重要事項説明書様式 02 p.42
下 1 行

重要事項説明書様式 03

p.43
上 3 行

「建築主」すなわち「契約の相手方 p.43
上 3 行

「契約の当事者」すなわち「建築主等の契約の相手方

p.43
上 5 行

施行規則第 22 条の 3 p.43
上 5 行

施行規則第 22 条の 3 第 2 項

p.43
下 14 行

建築士事務所の所在地＞ p.43
下 14 行

建築士事務所の所在地及び一級、二級、木造の別＞

p.43
下 13 行

施行規則第 22 条の 2 の 2 第一号 p.43
下 13 行

施行規則第 22 条の 2 の 2 の規定で引用している同第 17
条の 38 第一号

p.43
下 11 行

施行規則第 22 条の 2 の 2 p.43
下 11 行

施行規則第 17 条の 38

p.43
下 10 行

一号：建築士事務所の名称及び所在地 p.43
下 10 行

一号：建築士事務所の名称及び所在地並びに当該建築士
事務所の一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造
建築士事務所の別

p.43
下 7 行

契約権限がある場合 p.43
下 6 行

契約権限が与えられている場合

p.43
下 2 行

施行規則第 22 条の 2 の 2 第三号 p.43
下 1 行

施行規則第 17 条の 38 第三号

p.44
上 7 行

（決まっている場合は、階数、 p.44
上 8 行

（決まっている場合は、構造種別、階数、

p.44
上 13 行

例えば、「地下 1 階地上 9 階程度、 p.44
上 14 行

例えば、「RC 造地下 1 階地上 9 階程度、

p.44
下 14 行

「設計図書」は、法第 2 条第 5 項で p.44
下 11 行

「設計図書」は、法第 2 条第 6 項で

p.45
上 13 行

法第 2 条第 7 項に規定 p.45
上 16 行

法第 2 条第 8 項に規定

p.45
下 17 行

法第 2 条第 7 項 p.45
下 13 行

法第 2 条第 8 項

p.47
下 11 行

施行規則第 22 条の 2 の 2 第六号 p.47
下 5 行

施行規則第 17 条の 38 第六号

p.47
下 2 行

記載することになります。 p.48
上 5 行

記載することが考えられます。

p.48
下 12 行

施行規則第 22 条の 2 の 2 第四号 p.48
下 2 行

施行規則第 17 条の 38 第四号

p.48
下 7 行

施行規則第 22 条の 2 の 2 p.49
上 4 行

施行規則第 17 条の 38

p.49
上 11 行

（追加） p.49
下 8 行

＊　�設計に従事することとなる建築士が構造設計一級建
築士又は設備設計一級建築士である場合にはその旨
の記載が必要です。
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p.52
下 4 行

推奨事項にしました。 p.53
上 10 行

推奨事項にしています。

p.52
下 2 行

宅地建物取引主任者 p.53
上 12 行

宅地建物取引士

p.53
下 5 行

四会の推奨事項として様式に設定した項目です。 p.53
下 5 行

四会の推奨事項としている項目です。

p.55
上 4 行

【いつの契約から対象になるか？】
Q-1：重要事項説明は、いつ締結する契約から対象に
なるのでしょうか？
A-1：改正建築士法の施行日以降に締結される契約か
ら対象になりますから、平成 20 年 11 月 28 日が成約
日となる契約から対象になります。その契約の前に
あらかじめ重要事項説明を行わなければなりません
が、改正建築士法が施行されていない 27 日以前でも、
改正法及び施行規則で定める事項が満たされていれ
ば、重要事項説明を行っても差し支えありません。

p.55
上 4 行

（削除）

p.55
下 10 行
下 9 行

Q-2
A-2

p.55
上 5 行
上 6 行

Q-1
A-1

p.55
下 5 行
下 4 行

Q-3
A-3

p.55
下 12 行
下 11 行

Q-2
A-2

p.56
上 2 行
上 4 行

Q-4
A-4

p.55
下 6 行
下 4 行

Q-3
A-3

p.56
上 2 行

（下請契約） p.55
下 6 行

（再委託契約）

p.56
上 6 行
上 7 行

Q-5
A-5

p.55
下 2 行
下 1 行

Q-4
A-4

p.56
上 10 行
上 12 行

Q-6
A-6

p.56
上 3 行
上 5 行

Q-5
A-5

p.56
下 5 行
下 4 行

Q-7
A-7

p.56
上 9 行
上 10 行

Q-6
A-6

p.56
下 1 行

重要事項説明が必要になります。 p.56
上 13 行

重要事項説明が必要になります。（巻末資料の平成 20 年
11 月 28 日・国住指第 3465 号【抜粋】及び平成 21 年 12
月 10 日・国住指第 3447 号を参照）

p.57
上 2 行
上 4 行

Q-8
A-8

p.57
下 4 行
下 2 行

Q-12
A-12

p.57
上 8 行
上 9 行

Q-9
A-9

p.58
下 4 行
下 3 行

Q-16
A-16

p.57
下 12 行
下 10 行

Q-10
A-10

p.59
上 2 行
上 4 行

Q-17
A-17

p.57
下 6 行
下 4 行

Q-11
A-11

p.59
上 8 行
上 10 行

Q-18
A-18



－ 8－

旧（平成 21 年 10 月第 2 版） 新（平成 27 年 11 月第 3 版）
p.57
下 1 行

具体的な対応方法は、Q-22 を参照してください p.59
上 13 行

具体的な対応方法は、Q-37 を参照してください

p.58
上 2 行
上 4 行

Q-12
A-12

p.59
下 10 行
下 8 行

Q-19
A-19

p.58
上 7 行
上 9 行

Q-13
A-13

p.60
上 7 行
上 9 行

Q-21
A-21

p.58
上 11 行

ただし、元請建築士事務所から委託を受けて下請け業
務として設備設計を行う場合は、元請建築士事務所に
対する重要事項説明は不要です。

p.60
上 11 行

ただし、建築士事務所から委託を受けて設備設計を行う
場合は、委託を受けた建築士事務所に対する重要事項説
明は不要です。

p.58
下 11 行
下 9 行

Q-14
A-14

p.61
上 10 行
上 12 行

Q-25
A-25

p.58
下 5 行
下 2 行

Q-15：建築士事務所登録をしていない工務店や大工さ
んが、施工を請負う予定の住宅設計を
A-15

p.61
下 9 行
下 6 行

Q-26：建築士事務所登録をしていない工務店や大工さん
が、住宅設計を
A-26

p.59
上 6 行
上 7 行

Q-16
A-16

p.62
下 9 行
下 8 行

Q-29
A-29

p.59
上 10 行
上 11 行

Q-17
A-17

p.62
下 5 行
下 4 行

Q-30
A-30

p.59
下 11 行
下 8 行

Q-18
A-18

p.63
上 1 行
上 4 行

Q-31
A-31

p.59
下 5 行
下 3 行

Q-19
A-19

p.63
上 7 行
上 9 行

Q-32
A-32

p.60
上 6 行
上 7 行

Q-20
A-20

p.64
上 6 行
上 7 行

Q-35
A-35

p.60
上 9 行
上 11 行

Q-21
A-21

p.64
上 9 行
上 11 行

Q-36
A-36

p.60
上 12 行

問題ないと考えられます。 p.64
上 12 行

問題ないと考えられます。ただし、契約締結後に契約に
基づいて業務を実施するのが原則です。業務着手までに
正式な契約が締結できない場合でも、設計契約は、遅く
とも設計業務完了前には締結するしている必要がありま
すから、その前には重要事項説明を行う必要があります。

p.60
下 13 行
下 11 行

Q-22
A-22

p.64
下 10 行
下 8 行

Q-37
A-37

p.60
下 9 行

それぞれの契約前に重要事項説明を行い契約後に書面
の交付（法第 24 条の 8）を行うことになります。すな
わち、基本契約の締結前に法令で規定されている項目
について包括的な内容で重要事項説明を行い、基本契
約の締結後に基本契約に対する書面の交付（法第 24 条
の 8）を行います。さらに個々の案件の契約の前後に
重要事項説明と書面の交付を行うことになります。

p.64
下 6 行

それぞれの契約前に重要事項説明を行います。すなわち、
基本契約の締結前に基本契約についての重要事項説明を
行い、さらに個々の案件の契約の前にそれぞれの案件の
契約についての重要事項説明を行うことになります。
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p.60
下 4 行
下 2 行

Q-23
A-23

p.65
上 7 行
上 9 行

Q-39
A-39

p.61
上 1 行
上 4 行

Q-24
A-24

p.65
下 14 行
下 11 行

Q-40
A-40

p.61
上 5 行

建築士が設計者になる場合（下請けの設計受託に該当
する場合）は、

p.65
下 10 行

建築士が設計者になる場合は、

p.61
上 9 行
上 11 行

Q-25
A-25

p.65
下 6 行
下 4 行

Q-41
A-41

p.61
下 10 行

Q-26：重要事項説明を行うときは建築士免許証を提示
して行うことが規定されましたが、

p.66
下 5 行

Q-45：重要事項説明を行うときは建築士免許証を提示し
て行うことが規定されていますが、

p.61
下 8 行

A-26：どこで説明するかにかかわらず重要事項説明を
行うときは、「書面を交付」して、「建築士免許証（又
は免許証明書）」を提示して行わなければなりません。
今回の建築士法改正では、携帯に便利な顔写真入りの
カード型の建築士免許証が導入されています。従前の
免許証は、このカード型の免許証に交換することがで
きます（手数料は負担）。

p.66
下 3 行

A-45：どこで説明するかにかかわらず重要事項説明を行
うときは、「書面を交付」して、「建築士免許証（又は免
許証明書）」を提示して行わなければなりません。平成
20 年 11 月 28 日から携帯に便利な顔写真入りのカード型
の建築士免許証明書が導入されています。従前からの賞
状型の免許証は、このカード型の免許証明書に交換する
ことができます（手数料は負担）。

p.61
下 4 行
下 2 行

Q-27
A-27

p.67
上 2 行
上 4 行

Q-46
A-46

p.62
上 2 行
上 4 行

Q-28
A-28

p.67
上 7 行
上 9 行

Q-47
A-47

p.62
上 9 行
上 10 行

Q-29
A-29

p.67
下 11 行
下 10 行

Q-48
A-48

p.62
下 11 行
下 9 行

Q-30
A-30

p.67
下 6 行
下 4 行

Q-49
A-49

p.62
下 8 行

変更となった場合は、契約後に交付する書面 p.67
下 3 行

変更となった場合は、書面による契約（法 22 条の 3 の 3）
や契約後に交付する書面

p.62
下 4 行

Q-31：重要事項説明書で説明をした記載内容が法第
24 条の 8 の書面を交付する際に変更が生じた場合に
はどのようにすればよいでしょうか？
A-31：法第 24 条の 8 による交付書面には、契約締結
時点での内容（変更後のもの）を事実の通りに記載
することになります。

p.68
上 2 行
上 4 行

Q-50：重要事項説明書で説明をした記載内容が書面に
よる契約（法 22 条の 3 の 3）時や法第 24 条の 8 の書面
を交付する際に変更が生じた場合にはどのようにすれ
ばよいでしょうか？
A-50：法 22 条の 3 の 3 による契約書面や法第 24 条の
8 による交付書面には、契約締結時点での内容（変更後
のもの）を事実の通りに記載することになります。

p.63
上 2 行
上 3 行

Q-32
A-32

p.68
上 7 行
上 8 行

Q-51
A-51
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p.63
上 5 行

【書面の交付（法第 24 条の 8）の記載内容との整合性
は？】
Q-33：法第 24 条の 8 の交付書面には重要事項説明で
説明した事項が含まれるようになりましたが、重要
事項説明書と全く同じ記載内容にしなければいけな
いのでしょうか？
A-33：重要事項説明の内容に変更がない場合は、重
要事項説明の内容と法第 24 条の 8 の書面の交付の内
容は同じものとなると考えられます。しかし、法第
24 条の 8 による交付書面は、契約した内容を記載し
た書面であるので、契約前の重要事項説明書と変わ
ることもあり得ます。

p.68
下 14 行

【法 22 条の 3 の 3 による契約書面と書面の交付（法第 24
条の 8）の記載内容との整合性は？】
Q-52：法 22 条の 3 の 3 による契約書面と法第 24 条の 8
の交付書面には重要事項説明で説明した事項と同じ項
目が含まれていますが、重要事項説明書と全く同じ記
載内容にしなければいけないのでしょうか？
A-52：重要事項説明の内容に変更がない場合は、重要
事項説明の内容と法 22 条の 3 の 3 による契約書面及び
法第 24 条の 8 の書面の交付の内容は同じものとなると
考えられます。しかし、法 22 条の 3 の 3 による契約書
面及び法第 24 条の 8 による交付書面は、契約した内容
を記載した書面であるので、契約前の重要事項説明書
と変わることもあり得ます。

p.63
上 11 行

（追加） p.68
下 6 行

【重要事項説明と書面による契約及び書面の交付を同じ
書面で兼ねることは？】
Q-53：重要事項説明（法第 24 条の 7）と書面による契
約（法 22 条の 3 の 3）や書面の交付（法第 24 条の 8）
を同じ書面で兼ねることはできますか？（一度で済ま
せることはできますか？）。
A-53：重要事項説明は契約に先立って事前に建築主に
契約内容を十分に理解してもらうために行うもので、
書面による契約又は契約後の書面の交付は、合意した
契約内容を明確にするために行います。このように趣
旨が異なる書面ですから兼ねることはできません。

p.63
下 11 行
下 10 行

Q-34
A-34

p.69
上 2 行
上 3 行

Q-54
A-54

p.63
下 7 行
下 6 行

Q-35
A-35

p.69
上 6 行
上 7 行

Q-55
A-55

p.63
下 5 行

Q-36：法第 24 条の 7 の重要事項説明及び法第 24 条
の 8 の書面の交付を怠った場合、どのような罰則等
がありますか？
A-36：（A-35）のとおり重要事項説明の義務違反は
監督処分の対象ですが、契約後の書面の交付（法第
24 条の 8）義務違反は、監督処分の対象に加え、法
第 41 条第十二号により罰金刑の対象になります。こ
れは平成 19 年 6 月改正により新たに罰則が強化され
たものです。

p.69
上 8 行

Q-56：法第 22 条の 3 の 3 の書面による契約や法第 24
条の 8 の書面の交付を怠った場合、どのような罰則等
がありますか？
A-56：法第 22 条の 3 の 3 による書面による契約の義務
違反は監督処分の対象になります（法第 26 条第 2 号第
一号）。また、契約後の書面の交付（法第 24 条の 8）義
務違反は、監督処分の対象に加え、法第 41 条第十五号
により罰金刑の対象になります。これは平成 19 年 6 月
改正により罰則が強化されたものです。

p.64
上 1 行
上 3 行

Q-37
A-37

p.69
下 10 行
下 8 行

Q-57
A-57

p.64
上 5 行
上 7 行

Q-38
A-38

p.69
下 6 行
下 4 行

Q-58
A-58

p.64
上 9 行

平成 20 年 11 月 28 日施行 p.69
下 2 行

平成 27 年 6 月 25 日施行

p.64
下 6 行
下 5 行

Q-39
A-39

p.70
上 6 行
上 7 行

Q-59
A-59
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p.64
下 2 行
下 1 行

Q-40
A-40

p.70
上 10 行
上 11 行

Q-60
A-60

p.65
上 2 行
上 4 行

Q-41
A-41

p.70
下 4 行
下 2 行

Q-62
A-62

p.65
上 6 行
上 8 行

Q-42
A-42

p.71
上 1 行
上 3 行

Q-63
A-63

p.65
上 10 行
上 12 行

Q-43
A-43

p.71
上 5 行
上 7 行

Q-64
A-64

p.65
下 8 行
下 6 行

Q-44
A-44

p.71
上 10 行
上 12 行

Q-65
A-65

p.65
下 4 行
下 3 行

Q-45
A-45

p.71
下 8 行
下 7 行

Q-66
A-66

p.66
上 1 行
上 3 行

Q-46
A-46

p.71
下 4 行
下 2 行

Q-67
A-67

p.66
上 6 行
上 7 行

Q-47
A-47

p.72
上 2 行
上 3 行

Q-68
A-68

p.66
下 10 行
下 9 行

Q-48
A-48

p.72
上 7 行
上 8 行

Q-69
A-69

p.66
下 8 行
下 7 行

Q-49
A-49

p.72
上 9 行
上 10 行

Q-70
A-70

p.66
下 3 行
下 2 行

Q-50
A-50

p.72
下 10 行
下 9 行

Q-71
A-71

p.67
上 1 行
上 3 行

Q-51
A-51

p.72
下 7 行
下 5 行

Q-72
A-72

p.67
上 12 行
上 13 行

Q-52
A-52

p.73
上 5 行
上 6 行

Q-73
A-73

p.67
下 10 行
下 8 行

Q-53
A-53

p.73
上 10 行
上 12 行

Q-74
A-74

p.67
下 5 行
下 3 行

Q-54
A-54

p.73
下 10 行
下 8 行

Q-75
A-75

p.68
上 1 行
上 4 行

Q-55
A-55

p.73
下 5 行
下 2 行

Q-76
A-76

p.68
上 6 行
上 8 行

Q-56
A-56

p.74
上 1 行
上 3 行

Q-77
A-77

p.68
下 10 行
下 9 行

Q-57
A-57

p.74
上 7 行
上 8 行

Q-78
A-78
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p.68
下 7 行
下 6 行

Q-58
A-58

p.74
上 10 行
上 11 行

Q-79
A-79

p.68
下 5 行
下 4 行

Q-59
A-59：（A-57）を参照。

p.74
下 10 行
下 9 行

Q-80
A-80：（A-78）を参照。

p.68
下 3 行
下 2 行

Q-60
A-60

p.74
下 8 行
下 7 行

Q-81
A-81

p.69
上 1 行
上 3 行

Q-61
A-61：重要事項説明で説明した内容が重要事項説明後
に変更になることを制約するものではありません。契
約したときは書面の交付（法第 24 条の 8）により

p.75
上 2 行
上 4 行

Q-83
A-83：重要事項説明で説明した内容が重要事項説明後に
変更になることを制約するものではありません。契約し
たときは契約書面（法第 22 条の 3 の 3 に該当する場合）
あるいは書面の交付（法第 24 条の 8）により

p.69
上 7 行
上 9 行

Q-62
A-62

p.75
上 9 行
上 11 行

Q-84
A-84

p.69
下 8 行
下 7 行

Q-63
A-63

p.75
下 8 行
下 7 行

Q-85
A-85

p.69
下 6 行
下 5 行

Q-64
A-64：（A-62）を参照。

p.75
下 6 行
下 5 行

Q-86
A-86：（A-84）を参照。

p.69
下 4 行
下 3 行

Q-65
A-65

p.75
下 4 行
下 3 行

Q-87
A-87

p.70
上 2 行
上 5 行

Q-66
A-66

p.76
上 2 行
上 5 行

Q-88
A-88

p.70
上 8 行

（Q-56）を参照。 p.76
上 8 行

（Q-77）を参照。

p.70
上 10 行
上 11 行

Q-67
A-67

p.76
上 10 行
上 11 行

Q-89
A-89

p.70
下 10 行
下 9 行

Q-68
A-68

p.76
下 10 行
下 9 行

Q-90
A-90

p.70
下 7 行
下 6 行

Q-69
A-69

p.76
下 7 行
下 6 行

Q-91
A-91

p.70
下 5 行

（A-67）参照。 p.76
下 5 行

（A-89）参照。

p.70
下 3 行
下 2 行

Q-70
A-70

p.77
上 5 行
上 6 行

Q-93
A-93

p.71
上 1 行
上 3 行

Q-71
A-71

p.77
上 8 行
上 10 行

Q-94
A-94

p.71
上 6 行
上 7 行

Q-72
A-72

p.77
下 7 行
下 6 行

Q-95
A-95

p.71
上 10 行
上 11 行

Q-73
A-73

p.77
下 3 行
下 2 行

Q-96
A-96
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p.71
下 9 行

4.3　追加 Q&A
　平成 20 年 11 月 28 日に改正建築士法が施行され重
要事項説明が義務づけられてから寄せられた質問等
をもとに、問い合わせの多かった質問を中心に追加
Q&A を作成いたしました。

p.77
最下行

（削除）

p.71
下 6 行

【土木構造物の設計の場合は？】
Q-74：土木構造物（ダム施設等）の設計を建築士が
行う場合に、重要事項説明は必要でしょうか。
A-74：建築士法に定める重要事項説明が必要になる
のは、建築物（建築基準法に規定する建築物。建築
設備を含む。）の設計等を行う場合であり、土木構造
物の設計に関する契約を行ったとしても、建築物の
設計等に該当しない限り重要事項の説明は必要あり
ません。

p.60
下 12 行

（p.60 下 12 行へ移動）
【土木構造物の設計の場合は？】
Q-22：土木構造物（ダム施設等）の設計を建築士が行
う場合に、重要事項説明は必要でしょうか。
A-22：建築士法に定める重要事項説明が必要になるの
は、建築物（建築基準法に規定する建築物。建築設備
を含む。）の設計等を行う場合であり、土木構造物の設
計に関する契約を行ったとしても、建築物の設計等に
該当しない限り重要事項の説明は必要ありません。

p.72
上 1 行

【リフォーム工事の場合は？】
Q-75：リフォーム工事などで建築士が簡易な図面を
書く場合に重要事項説明が必要となりますか。
A-75：一般的に、建築士法に定める設計行為を内容
とする業務で、設計図書を作成する場合等に説明が
必要となります。しかし、たとえば、壁紙の貼替え
面積を見積もるための現場調査の実測図など、だれ
にでも容易に作成できるものまで、設計図書に該当
するものではなく、このような場合の作成について
は、重要事項の説明は必要ありません。
　建築士法上、設計とは「その者の責任において、
設計図書を作成すること」をいい、設計図書とは、「建
築物の建築工事実施のために必要な図面（現寸図そ
の他これに類するものは除く。）及び仕様書」をいい
ます。
　重要事項説明が必要となる設計業務において、説
明の対象となる設計図書に該当するかどうかは、ケー
ス・バイ・ケースであり、上記を参考に個別に判断
する必要があります。

p.59
下 6 行

（p.59 下 6 行へ移動）
【リフォーム工事の場合は？】
Q-20：リフォーム工事などで建築士が簡易な図面を書
く場合に重要事項説明が必要となりますか。
A-20：一般的に、建築士法に定める設計行為を内容と
する業務で、設計図書を作成する場合等に説明が必要
となります。しかし、たとえば、壁紙の貼替え工事の
みを請負い、壁紙の貼替え面積を見積もるための現場
調査の実測図を作成するような場合には、重要事項の
説明は必要ありません。
　建築士法上、設計とは「その者の責任において、設
計図書を作成すること」をいい、設計図書とは、「建築
物の建築工事実施のために必要な図面（現寸図その他
これに類するものは除く。）及び仕様書」をいいます。
　重要事項説明が必要となる設計業務において、説明
の対象となる設計図書に該当するかどうかは、ケース・
バイ・ケースであり、上記を参考に個別に判断する必
要があります。

p.72
上 13 行

【独占業務範囲外の設計の場合は？】
Q-76：建築士の独占業務以外の小規模の建築物（建
築士法第 3 条の 3 の規定に満たない小規模建築物）
の設計を無償で行う旨の契約を締結しようとする場
合でも、重要事項説明は必要となりますか。
A-76：建築士の独占業務であるか否かにかかわらず、
建築士法が規定する設計又は工事監理を建築士事務
所が業として受託しようとする場合には、有償、無
償にかかわらず重要事項説明は必要となります。

【計画変更が生じた場合は？】
Q-77：設計契約締結後、計画変更が生じたため設
計契約を変更する場合は、重要事項説明は必要と
なりますか。
A-77：計画変更により新たに設計図書を作成す
る必要があり、新たな設計図書の作成に係る契約

（変更契約を含む。）を変更前の契約とは別途締結
しようとするときは、重要事項の説明が必要とな
ります。

p.56
下 10 行

（p.56 下 10 行へ移動）
【独占業務範囲外の設計の場合は？】
Q-7：建築士の独占業務以外の小規模の建築物（建築
士法第 3 条の 3 の規定に満たない小規模建築物）の設
計を無償で行う旨の契約を締結しようとする場合でも、
重要事項説明は必要となりますか。
A-7：建築士の独占業務であるか否かにかかわらず、建
築士法が規定する設計又は工事監理を建築士事務所が
業として受託しようとする場合には、有償、無償にか
かわらず重要事項説明は必要となります。

【計画変更が生じた場合は？】
Q-8：設計契約締結後、計画変更が生じたため設計
契約を変更する場合は、重要事項説明は必要とな
りますか。
A-8：計画変更により新たに設計図書を作成する必
要があり、新たな設計図書の作成に係る契約（変
更契約を含む。）を変更前の契約とは別途締結しよ
うとするときは、重要事項の説明が必要となりま
す。
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p.73
上 1 行

【工作物の場合は？】
Q-78：工作物（煙突、広告塔など）のみの設計を依
頼され契約する場合には重要事項説明は必要でしょ
うか。
A-78：重要事項説明は「建築物」（建築基準法に規定
する建築物。建築設備を含む。）の設計又は工事監理
契約を受託する場合に必要となります。建築物を除
く工作物のみの設計・工事監理契約を受託する際に
は重要事項説明は必要ありません。

p.60
下 6 行

（p.60 下 6 行へ移動）
【工作物の場合は？】
Q-23：工作物（煙突、広告塔など）のみの設計を依頼
され契約する場合には重要事項説明は必要でしょうか。
A-23：重要事項説明は「建築物」（建築基準法に規定す
る建築物。建築設備を含む。）の設計又は工事監理契約
を受託する場合に必要となります。建築物を除く工作
物のみの設計・工事監理契約を受託する際には重要事
項説明は必要ありません。

p.73
上 7 行

【門、塀などの場合は？】
Q-79：建築物に付属する門、塀などの設計を依頼さ
れ契約をする場合には重要事項説明は必要でしょう
か。
A-79：建築物に付属する門、塀などは建築基準法の
定義上「建築物」に含まれるため、門、塀のみの設
計を依頼され、契約を締結する場合にも重要事項説
明は必要です。

【擁壁の場合は？】
Q-80：擁壁の設計を依頼され契約する場合には重要
事項説明は必要でしょうか。
A-80：擁壁は「建築物」（建築基準法に規定する建築物。
建築設備を含む。）に含まれませんので擁壁のみの設
計を行う場合には重要事項説明は必要ありません。
　ただし、擁壁が門、塀などの基礎となっている場
合など、重要事項説明の必要が生じる場合もありま
す。

p.57
上 3 行

（p.57 上 3 行へ移動）
【門、塀などの場合は？】
Q-9：建築物に付属する門、塀などの設計を依頼され契
約をする場合には重要事項説明は必要でしょうか。
A-9：建築物に付属する門、塀などは建築基準法の定義
上「建築物」に含まれるため、門、塀のみの設計を依
頼され、契約を締結する場合にも重要事項説明は必要
です。

【擁壁の場合は？】
Q-10：擁壁の設計を依頼され契約する場合には重要事
項説明は必要でしょうか。
A-10：擁壁は「建築物」（建築基準法に規定する建築物。
建築設備を含む。）に含まれませんので擁壁のみの設計
を行う場合には重要事項説明は必要ありません。
　ただし、擁壁が門、塀などの基礎となっている場合
など、重要事項説明の必要が生じる場合もあります。

p.73
下 5 行

【現寸図、施工図などの場合は】
Q-81：建築物の建築工事に必要な現寸図その他これら
に類する図面（施工図、製作図）の作成を行う場合に
は重要事項説明は必要でしょうか。
A-81：建築士法第 2 条第 5 項により、現寸図その他こ
れらに類する図面は、「設計図書」「設計」に該当しま
せんので、これらの図面の作成にあたって重要事項説
明をする必要はありません。

p.58
下 10 行

（p.58 下 10 行へ移動）
【現寸図、施工図などの場合は】
Q-15：建築物の建築工事に必要な現寸図その他これらに
類する図面（施工図、製作図）の作成を行う場合には重
要事項説明は必要でしょうか。
A-15：建築士法第 2 条第 5 項により、現寸図その他これ
らに類する図面は、「設計図書」「設計」に該当しません
ので、これらの図面の作成にあたって重要事項説明をす
る必要はありません。

p.74
上 1 行

【鉄道施設の場合は？】
Q-82：鉄道の跨線橋を設計する契約を締結する際に
は重要事項説明は必要でしょうか。
A-82：跨線橋等の鉄道施設は「建築物」（建築基準
法に規定する建築物。建築設備を含む。）に含まれま
せんので跨線橋のみの設計を依頼され契約を締結す
る場合には重要事項説明は必要ありません。ただし、
跨線橋内に商業施設が入るなどする場合には「建築
物」となる場合もありますから注意が必要です。

p.57
下 11 行

（p.57 下 11 行へ移動）
【鉄道施設の場合は？】
Q-11：鉄道の跨線橋を設計する契約を締結する際には
重要事項説明は必要でしょうか。
A-11：跨線橋等の鉄道施設は「建築物」（建築基準法に
規定する建築物。建築設備を含む。）に含まれませんの
で跨線橋のみの設計を依頼され契約を締結する場合に
は重要事項説明は必要ありません。ただし、跨線橋内
に商業施設が入るなどする場合には「建築物」となる
場合もありますから注意が必要です。
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p.74
上 7 行

【耐震診断業務の場合は？】
Q-83：既存建築物の耐震診断業務の報告書に添付す
る図面の作成にあたっては重要事項説明は必要とな
るでしょうか。
A-83：耐震診断業務は建築士法第 21 条（その他の業
務）の調査・鑑定に該当すると考えられており、建
築士法第 2 条第 5 項の「設計」に該当しないため、
重要事項説明の必要はありません。

Q-84：既存建築物の耐震診断及び耐震補強設計を受
託する場合には、重要事項説明は必要でしょうか。
A-84：耐震診断業務は、上記のとおり建築士法第 21
条（その他の業務）の業務と考えられますが、耐震
補強設計まで含む契約の場合は、建築士法第 2 条第
5 項に規定する「設計」を含むことになりますので、
重要事項説明は必要です。

p.58
上 1 行

（p.58 上 1 行へ移動）
【耐震診断業務の場合は？】
Q-13：既存建築物の耐震診断業務の報告書に添付する
図面の作成にあたっては重要事項説明は必要となるで
しょうか。
A-13：耐震診断業務は建築士法第 21 条（その他の業務）
の調査・鑑定に該当すると考えられており、建築士法
第 2 条第 6 項の「設計」に該当しないため、重要事項
説明の必要はありません。

Q-14：既存建築物の耐震診断及び耐震補強設計を受託
する場合には、重要事項説明は必要でしょうか。
A-14：耐震診断業務は、上記のとおり建築士法第 21 条

（その他の業務）の業務と考えられますが、耐震補強設
計まで含む契約の場合は、建築士法第 2 条第 6 項に規
定する「設計」を含むことになりますので、重要事項
説明は必要です。

p.74
下 5 行

【設計・施工で受託した場合】
Q-85：設計・施工一貫で受託する場合で、工事請負
契約書しか締結していない場合には重要事項説明は
必要でしょうか。
A-85：契約書の名称が「工事請負契約書」であっても、
契約の内容に設計業務を包含している場合は、重要
事項説明が必要となります。

p.61
上 1 行

（p.61 上 1 行へ移動）
【設計・施工で受託した場合】
Q-24：設計・施工一貫で受託する場合で、工事請負契
約書しか締結していない場合には重要事項説明は必要
でしょうか。
A-24：契約書の名称が「工事請負契約書」であっても、
契約の内容に設計業務を包含している場合は、重要事
項説明が必要となります。なお、延べ面積 300m2 超の
建築物の場合は、建築士法に基づいて、書面による設
計工事監理契約が必要ですから、工事請負契約書の中
に建築士法に基づく設計・工事監理に関する必要事項
を記載するか又は別に書面による設計工事監理契約が
必要になります。

p.75
上 1 行

Q-86：設計・施工一貫で受託する場合で工事請負契
約書の締結のみを行う場合は、どの時点で重要事項
説明を行えばよいのでしょうか。
A-86：契約書の名称が「工事請負契約書」であっても、
設計業務の請負等が包含されている場合は、当該契
約の締結前に説明する必要があります。
　なお、設計と施工を別々の契約で実施する場合、
施工に係る工事請負契約書のみの契約を行う場合は
説明は不要であり、設計請負契約を締結しようとす
る場合に説明することとなります。

p.64
下 3 行

（p.64 下 3 行へ移動）
Q-38：設計・施工一貫で受託する場合で工事請負契約
書の締結のみを行う場合は、どの時点で重要事項説明
を行えばよいのでしょうか。
A-38：契約書の名称が「工事請負契約書」であっても、
設計業務の請負等が包含されている場合は、当該契約
の締結前に説明する必要があります。なお、設計業務
契約は、遅くとも設計業務完了前には締結する必要が
あります。（ A-36 参照。）
　また、設計と施工を別々の契約で実施する場合、施
工に係る工事請負契約書のみの契約を行う場合は説明
は不要であり、設計受託契約又は工事監理受託契約を
締結しようとする場合に説明することとなります。

p.75
上 7 行

Q-87：設計・施工で請け負う場合に、設計・工事監
理の報酬額を 0 円と記載してもよいでしょうか。
A-87：重要事項説明においては、報酬の具体的な金
額を記載しなければならないことになっています。
　ご質問のケースで、本来であれば設計等の報酬と
して受け取るべきものを施工の請負代金の諸経費等
に包含させているとすれば、設計・工事監理に要す
る費用のおよその額を記載する必要があります。

p.76
下 4 行

（p.76 下 4 行へ移動）
Q-92：設計・施工で請け負う場合に、設計・工事監理
の報酬額を 0 円と記載してもよいでしょうか。
A-92：重要事項説明においては、報酬の具体的な金額
を記載しなければならないことになっています。
　ご質問のケースで、本来であれば設計等の報酬とし
て受け取るべきものを施工の請負代金の諸経費等に包
含させているとすれば、設計・工事監理に要する費用
のおよその額を記載する必要があります。
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旧（平成 21 年 10 月第 2 版） 新（平成 27 年 11 月第 3 版）
p.75
下 10 行

【同じ会社の場合は？】
Q-88：建築主が A 建設（法人）、設計・工事監理を
行うのが A 建設設計部（A 建設一級建築士事務所な
ど）であるなど、同じ会社である場合には、重要事
項説明は必要でしょうか。
A-88：ご質問のケースでは、社内で設計・工事監理
を行っていると考えられ、この場合は重要事項説明
は不要です。

【同じグループ内の会社の場合は？】

Q-89：グループ会社内に施工会社 A 社、建築士
事務所 B 社があります。施工会社 A 社が建築主
となり建物を建て、設計・工事監理はグループ内
の建築士事務所 B 社で行う場合、重要事項説明
は必要でしょうか。
A-89：各々が個別の法人であれば別会社と考え
られますので重要事項説明は必要です。

p.62
上 1 行

（p.62 上 1 行へ移動）
【同じ会社の場合は？】
Q-27：建築主が A 建設（法人）、設計・工事監理を行
うのが A 建設設計部（A 建設一級建築士事務所など）
であるなど、同じ会社である場合には、重要事項説明
は必要でしょうか。
A-27：ご質問のケースでは、社内で設計・工事監理を
行っていると考えられ、この場合は重要事項説明は不
要です。

【同じグループ内の会社の場合は？】

Q-28：グループ会社内に施工会社 A 社、建築士事
務所 B 社があります。施工会社 A 社が建築主とな
り建物を建て、設計・工事監理はグループ内の建
築士事務所 B 社で行う場合、重要事項説明は必要
でしょうか。
A-28：各々が個別の法人であれば別会社と考えら
れますので重要事項説明は必要です。

p.76
上 1 行

【企業の各支店で事務所登録している場合】
Q-90：企業の各支店において事務所登録を行ってお
り、北海道の支店で契約する予定である案件の建築
主が東京に在住している場合、東京の支店の建築士
が重要事項説明をすることは可能でしょうか。北海
道と東京の支店では開設者は同じです。
A-90：重要事項説明は契約をしようとする建築士事
務所の管理建築士あるいは所属する建築士が行うも
のです。この場合、東京の支店の建築士は北海道の
支店の所属する建築士ではありませんので、東京の
支店の建築士は説明することはできません。

Q-91：本社・支店それぞれが事務所登録を行ってい
る場合において、支店長名で契約する設計受託契約
の重要事項説明に記載する法人開設者の代表者名は、
事務所登録のとおり社長名でしょうか。契約当事者
の支店長名でもよいのでしょうか？
A-91：重要事項説明を行う際の書面の記載事項（建
築士法施行規則第 22 条の 2 の 2 各号に掲げる事項）
のうち、法人建築士事務所の開設者の氏名は、当該
開設者（法人）の氏名及びその代表者の氏名を記載
することとされています。
　本問のように、支店長に契約締結権限がある場合
であっても、法人の代表者ではない場合は、当該支
店長ではなく、代表者の氏名を記載する必要があり
ます。

p.63
下 11 行

（p.63 下 11 行へ移動）
【企業の各支店で事務所登録している場合】
Q-33：企業の各支店において事務所登録を行っており、
北海道の支店で契約する予定である案件の建築主が東
京に在住している場合、東京の支店の建築士が重要事
項説明をすることは可能でしょうか。北海道と東京の
支店では開設者は同じです。
A-33：重要事項説明は契約をしようとする建築士事務
所の管理建築士あるいは所属する建築士が行うもので
す。この場合、東京の支店の建築士は北海道の支店の
所属する建築士ではありませんので、東京の支店の建
築士は説明することはできません。

Q-34：本社・支店それぞれが事務所登録を行っている
場合において、支店長名で契約する設計受託契約の重
要事項説明に記載する法人開設者の代表者名は、事務
所登録のとおり社長名でしょうか。契約当事者の支店
長名でもよいのでしょうか？
A-34：重要事項説明を行う際の書面の記載事項（建築
士法施行規則第 17 条 38 各号に掲げる事項）のうち、
法人建築士事務所の開設者の氏名は、当該開設者（法人）
の氏名及びその代表者の氏名を記載することとされて
います。
　本問のように、支店長に契約締結権限がある場合で
あっても、法人の代表者ではない場合は、当該支店長
ではなく、代表者の氏名を記載する必要があります。
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旧（平成 21 年 10 月第 2 版） 新（平成 27 年 11 月第 3 版）
p.76
下 6 行

【すべて再委託した場合は？】
Q-92：小規模な建築物の設計・工事監理を請け負う
場合に、設計・工事監理をすべて再委託することが
あり、この場合、重要事項説明の業務に従事する建
築士欄は記入なしとなりますがよいでしょうか。
A-92：ご質問のケースでは、再委託先の建築士事務
所名等を記載し、従事することとなる建築士欄を「該
当なし」とすることで、その業務の実施体制（一括
下請）を説明することになります。

p.74
下 5 行

（p.74 下 5 行へ移動）
【すべて再委託した場合は？】
Q-82：小規模な建築物の設計・工事監理を請け負う場
合に、設計・工事監理をすべて再委託することがあり、
この場合、重要事項説明の業務に従事する建築士欄は
記入なしとなりますがよいでしょうか。
A-82：ご質問のケースでは、再委託先の建築士事務所
名等を記載し、従事することとなる建築士欄を「該当
なし」とすることで、その業務の実施体制（一括再委託）
を説明することになります。

p.77
上 1 行

【建築主として設計・工事監理を依頼した場合は？】
Q-93：建築士事務所登録をしているが施工も行って
いる業者の場合、設計・工事監理には全く関与せず、
建築主の立場で設計・工事監理を他の建築士事務所
へ依頼した際に、建築士事務所からの重要事項説明
は必要になるのでしょうか。
A-93：設計・工事監理に関与せず建築主として設計・
工事監理を建築士事務所に依頼したのであれば、依
頼を受けた建築士事務所からの重要事項説明は必要
です。

【建築主が複数の場合は？】
Q-94：一つの建築物で建築主が複数名の場合には、
全員に対して重要事項説明をする必要があるので
しょうか。
A-94：設計受託契約又は工事監理受託契約が個別の
場合にはそれぞれに重要事項説明を行います。設計
受託契約又は工事監理受託契約が一契約の場合にも、
全ての建築主に説明を行うことが原則です。ただし、
委任状を得ている代表者がいる場合にはその代表者
に説明するなどの方法が考えられます。

【建築主がペーパーカンパニー】
Q-95：建築主が SPC（特定目的会社）で投資銀行が
設計事務所との間にはいっており SPC はペーパーカ
ンパニーで実態がありません。このような場合は投
資銀行に重要事項説明を行ってもよいでしょうか。
A-95：建築主が投資銀行に設計契約に関する代理権
を授与しているような場合は、投資銀行に重要事項
説明を行って差し支えないと思われます。

p.66
上 1 行

（p.66 上 1 行へ移動）
【建築士事務所が建築主として設計・工事監理を依頼した
場合は？】
Q-42：建築士事務所登録をしているが施工も行ってい
る業者の場合、設計・工事監理には全く関与せず、建
築主の立場で設計・工事監理を他の建築士事務所へ依
頼した際に、建築士事務所からの重要事項説明は必要
になるのでしょうか。
A-42：設計・工事監理に関与せず建築主として設計・
工事監理を建築士事務所に依頼したのであれば、依頼
を受けた建築士事務所からの重要事項説明は必要です。

【建築主が複数の場合は？】
Q-43：一つの建築物で建築主が複数名の場合には、全
員に対して重要事項説明をする必要があるのでしょう
か。
A-43：設計受託契約又は工事監理受託契約が個別の場
合にはそれぞれに重要事項説明を行います。設計受託
契約又は工事監理受託契約が一契約の場合にも、全て
の建築主に説明を行うことが原則です。ただし、委任
状を得ている代表者がいる場合にはその代表者に説明
するなどの方法が考えられます。

【建築主がペーパーカンパニー】
Q-44：建築主が SPC（特定目的会社）で投資銀行が設
計事務所との間にはいっており SPC はペーパーカンパ
ニーで実態がありません。このような場合は投資銀行
に重要事項説明を行ってもよいでしょうか。
A-44：建築主が投資銀行に設計契約に関する代理権を
授与しているような場合は、投資銀行に重要事項説明
を行って差し支えないと思われます。
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旧（平成 21 年 10 月第 2 版） 新（平成 27 年 11 月第 3 版）
p.78
上 1 行

【設計 JV の場合の書き方は？】
Q-96：設計 JV の場合の重要事項説明書の書き方は
どのようになるでしょうか。
　事務所名は連名にするのでしょうか。業務を担当
する建築士の名前の書き方は各事務所ごとに記載す
る必要があるでしょうか。
A-96：建築士事務所の名称、所在地、開設者の氏名
は各建築士事務所ごとに記載してください。業務に
従事する建築士は各建築士事務所ごとに記載する必
要はありません。業務に従事する建築士名、資格、
登録番号等のみを記載してください。

p.70
下 12 行

（p.70 下 12 行へ移動）
【設計 JV の場合の書き方は？】
Q-61：設計 JV の場合の重要事項説明書の書き方はど
のようになるでしょうか。
　事務所名は連名にするのでしょうか。業務を担当す
る建築士の名前の書き方は各事務所ごとに記載する必
要があるでしょうか。
A-61：建築士事務所の名称、所在地、開設者の氏名は
各建築士事務所ごとに記載してください。業務に従事
する建築士は各建築士事務所ごとに記載する必要はあ
りません。業務に従事する建築士名、資格、登録番号
等のみを記載してください。

p.78
下 5 行

【海外の建築物は？】
Q-97：海外の建築物の設計を依頼された場合、重要
事項説明は必要でしょうか。
A-97：日本国内で建築士事務所登録がされている事
務所について、海外の物件に係る業務について請け
負う場合であっても、重要事項説明は、建築士事務
所の開設者に対してその請け負う設計等の業務に関
して義務づけられるものであるため、必要となりま
す。

p.62
上 11 行

（削除）

p.79
囲み内

○四会推奨「重要事項説明書」様式
○�重要事項説明、書面の交付にかかわる建築士法、建

築士法施行規則新旧対照条文

p.79
囲み内

○（四会推奨）重要事項説明書　様式
○�建築士法、建築士法施行令、建築士法施行規則の新旧

対照条文（契約に関連する部分の抜粋）
○�建築士法等の一部を改正する法律等の施行について
（技術的助言）（平成 20 年 11 月 28 日・国住指第 3465
号【抜粋】）

○�公共工事における設計業務等の契約の際の重要事項説
明について（平成 21 年 12 月 10 日・国住指第 3447 号）

p.80 重要事項説明書
（差し替え）

p.80 重要事項説明書

（後掲別記 4 参照）
p.83 重要事項説明、書面の交付にかかわる建築士法、建築

士法施行規則　新旧対照条文
（差し替え）

p.83 建築士法の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 92 号） 
新旧対照表

（後掲別記 5 参照）
p.86 （追加） p.89 建築士法施行令及び建築基準法施行令の一部を改正する

政令（平成 27 年政令第 13 号） 新旧対照表（契約に関連
する部分の抜粋）

（後掲別記 6 参照）
p.86 （追加） p.90 建築士法施行規則及び建築基準法施行規則の一部を改正

する省令（平成 27 年国土交通省令第 8 号） 新旧対照表（契
約に関連する部分の抜粋）

（後掲別記 7 参照）
p.86 （追加） p.93 建築士法等の一部を改正する法律等の施行について（技

術的助言）（抜粋）

（後掲別記 8 参照）
p.86 （追加） p.95 公共工事における設計業務等の契約の際の重要事項説明

について

（後掲別記 9 参照）
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別記1

行われるようになることを目的に導入されました。

（4） 重要事項説明の意義

建築物の設計及び工事監理業務は、他の商取引による業務に比べると次のような顕著な特徴があ

ります。

① 一般的な建築設計及び工事監理は、いわゆる一品生産であり、その業務内容や契約内容は千

差万別です。また業務の進め方も建築士の基本的な考え方の違いにより大きく異なります。

② 設計及び工事監理の結果としてできあがる完成建築物がどのようなものになるのかが、契約

相手方の消費者には見え難く、イメージさえ浮かばないケースがほとんどです。また、建築士

が思い浮かべている完成建築物のイメージと契約相手方の消費者が思い浮かべるイメージに大

きなギャップがあり、後のトラブルに繋がることも少なくありません。

③ 設計及び工事監理の結果としてできあがる完成建築物は、大方の契約相手方にとっては一生

に一度となるような極めて高価で大きな買い物になります。

④ 建築基準法及び建築基準関係規定をはじめ、省エネ法や建物用途別による設置基準、地方条

例など遵守しなければならない法令規制が多く、多岐にわたります。

⑤ 設計業務を進める上で建築士が知り得る多くの情報は、保護の対象となる個人情報又は企業

秘密情報に該当します。

このような特徴がある設計業務や工事監理業務は、誰に委託すれば安心して任せられるか、ま

た、委託するか否かを判断するときは、どのような情報を検証すればよいのかは、建築主になる一

般消費者にとっては極めて重大なことであるにもかかわらず、これまでは、こうした観点からの法

規制はありませんでした。

一方、建築士事務所に関係する紛争事例をみると、「要求品質、予算、スケジュールに関するも

の」、「業務範囲をめぐる問題」、「報酬の支払い時期に関するもの」などが比較的多いといわれてい

ます。平成18年の建築士法改正で規定された重要事項説明は、説明内容から予測される実効性が

十分発揮されると、これらの紛争を未然に防止して消費者を保護するうえで有効であるといえます。

重要事項説明の意義は、次のような事項にまとめることができます。

○設計・工事監理業務を委託するか否かを判断するために必要な基本的情報をあらかじめ提供す

る。

○建築士に比べて建築の専門知識量に大きな差がある消費者を保護する。

○消費者及び建築士事務所の双方にとって適正で公平な契約締結を促進する。

○契約を締結したときに行う従前からの「書面の交付」と契約締結の前に行う重要事項説明を規定

することで、書面による契約締結をさらに促進させる。

○建築士事務所の業務に関する紛争の防止に寄与する。

（5） 平成26年改正士法による契約に関するルールのなかの重要事項説明

重要事項説明の制度が導入（平成20年11月28日から施行）されてから5年半が経過した平成26

1.1　制度創設の経緯

3

年6月27日に「建築士法の一部を改正する法律」（平成26年法律第92号）が公布され、平成27年6月

25日から施行されました。

この改正において、「設計受託契約等の原則」、「延べ面積が300m2を超える建築物に係る契約の内

容」（書面による契約の義務化）、「適正な委託代金」の条項が新設され、「一括再委託の禁止」条項が拡

充されて、契約に関するルールは、次のように整備されました。

（注1）これらの項目については「改正建築士法による設計受託契約のポイント」（建築設計業務等の契約内容検討

会　編集、発行（一社）日本建築士事務所協会連合会）において詳細に解説している。

（注2）平成21年国土交通省告示第15号及び平成27年国土交通省告示第670号

平成26年改正建築士法の「契約の原則」の条項に明記された「対等な立場における合意に基づいて

公正な契約を締結」するためには、まず「重要事項説明」を適正に実施するところからはじめる必要があ

ります。

契約に関するルール ルールの概要

原　則 ① 契約の原則（新設）

・設計又は工事監理業務の契約の当事者（委託者及び受託者）は、対

等な立場における合意に基づいて公正な契約を締結しなければなら

ない。

・信義に従って誠実に履行しなければならない。 （法第22条の3の2）

契約前 ② 重要事項の説明等

・設計又は工事監理業務の契約を締結しようとするときは、あらかじ

め、当該建築主に対し管理建築士等をして、契約内容について所定

の事項を記載した書面を交付して説明しなければならない。

（法第24条の7）

契約時

内　容

③ 書面による契約

（延べ面積が300m2を超える建

築物に係る契約の内容）（新設）

・延べ面積300m2超の設計又は工事監理業務の契約の当事者は、所定の

事項を記載した書面に署名又は記名押印し、相互に交付しなければ

ならない。（注1） （法第22条の3の3）

内　容

④ 適正な委託代金（新設）

・設計又は工事監理業務の契約を締結しようとする者は、国土交通大

臣が定める報酬の基準（注2）に準拠した委託代金で契約を締結するよ

うに努めなければならない。（注1） （法第22条の3の4）

⑤ 一括再委託の禁止（拡充）

・延べ面積300m2超の新築工事の設計又は工事監理業務の受託者は、委

託者の許諾を得た場合においても、受託した業務を一括して他の建

築士事務所に委託してはならない。（注1） （法第24条の3第2項）

契約後
⑥ 書面の交付

（※③による場合は不要）

・設計又は工事監理業務の受託者は、契約締結の後、遅滞なく、所定

の事項を記載した書面をその委託者に交付しなければならない。

（法第24条の8）

変　更 ⑦ 契約内容の変更

・法第22条の3の3の規定により書面による契約を締結した場合におい

て、記載した所定の内容を変更するときは、その変更内容を記載し

た書面に署名又は記名押印し、相互に交付しなければならない。（注1）

（法第22条の3の3第2項）

第1章　重要事項説明とは？
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別記2

なお、法令による類似の重要事項説明制度としては、不動産取引の契約前に行う重要事項説明

（宅地建物取引業法）、マンションの管理組合と管理会社との間の管理委託契約前に行う重要事項説

明（マンション管理の適正化の推進に関する法律）、介護保険サービス提供の契約前に行う重要事項

説明（介護保険法）などがあります。

1.3　重要事項説明と書面による契約及び書面の交付との関連について

（1） 重要事項説明と書面による契約及び書面の交付との関連

平成26年の改正士法による契約に関するルールの整備によって、契約締結の前後において書面

を交付するルールが、重要事項説明（契約前）、書面による契約（契約の方法）、書面の交付（契約

後）の3規定になりました。それぞれのルールが適用される契約内容（設計又は工事監理の対象と

なる建築物）は次にようになります。

重要事項説明は、契約に先だって事前に建築主に契約内容を十分に説明して理解してもらうため

に行うもので、一方の書面による契約又は契約後の書面の交付は合意した契約内容を明確にするた

めに行うものです。いずれも書面の交付を伴うルールですが、それぞれ趣旨や実施時期が異なるの

で混同しないよう注意が必要です。

延べ面積300m2超の建築物の設計又は工事監理の契約は、「書面による契約」が義務づけられ、法

第22条の3の3の規定に基づき書面による契約を締結した場合は、法第24条の8「書面の交付」は

適用しないと定めています（法第22条の3の3第5項）。

また、延べ面積300m2以下の場合は、契約後の書面の交付が義務づけられており、書面による契

約までは義務づけられていませんが、合意した契約内容を明確にし、トラブルを防止するために書

面による契約が推奨されます。延べ面積300m2以下の場合で、法第22条の3の3の規定に基づく書

面で契約した場合は、延べ面積300m2超の場合と同様に見なされて、法第24条の8「書面の交付」

は省略することができます。

士法による契約に関するルール
延べ面積300m2以下の建築物の設計

又は工事監理の契約

延べ面積300m2超の建築物の設計又

は工事監理の契約

契
約
前

①重要事項の説明等

（法第24条の7）
〇：適用する 〇：適用する

契
約
方
法

②書面による契約（延べ面積が300m2

を超える建築物に係る契約の内容）

（法第22条の3の3）

×：適用しない

（契約当事者の合意があれば口

頭約束でも契約は成立する）

〇：適用する

契
約
後

③書面の交付

（法第24条の8）

〇：適用する

（ただし、②の規定を満たす書

面で契約締結した場合は不要）

×：適用しない

（書面の交付は不要）

1.3　重要事項説明と書面による契約及び書面の交付との関連について
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（2） 記載事項の違いについて

重要事項説明と書面による契約及び書面の交付において、法律及び省令で書面に記載しなければ

ならないと定められている事項は、次ページの表のとおりです。

これらの三つの書面への記載事項の大半は同じ項目ですが、同じ項目であっても、重要事項説明

書と他の二つの書面ではその意図や目的に次のような違いがあるため、具体的な記述内容に違いが

生じることもあります。

〇この間に対等な立場における合意形成に向けた交渉（契約折衝）の過程がある。

また、契約の前後で使用する書面に記載する内容に違いがないことを理由に重要事項説明の書面

をもって他の二つの書面を兼ねること（一度で済ませること）はできません。

①重要事項の説明等

（法第24条の7）

・業務を委託するか否かを判断するために必要な基本的情報（契約内容の

案）をあらかじめ提供するための説明に使用する書面

・この契約内容の案は、受託者側（建築士事務所）が作成し、委託者側（建

築主等）へ提示して説明するのが一般的

②書面による契約

（法第22条の3の3）
・上記の交渉（契約折衝）の過程を経て合意した内容（契約内容）を証す

るための書面

・合意した内容を正確に記載する。
③書面の交付

（法第24条の8）

第1章　重要事項説明とは？
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1.3　重要事項説明と書面による契約及び書面の交付との関連について

9

重
要
事
項
説
明

（
法
第
24
条
の
7）

書
面
に
よ
る
契
約

（
法
第
22
条
の
3
の
3）

書
面
の
交
付

（
法
第
24
条
の
8）

（
法
第
24
条
の
7）

①
　
設
計
受
託
契
約
に
あ
っ
て
は
、
作
成
す
る
設
計
図
書
の
種
類

②
　
工
事
監
理
受
託
契
約
に
あ
っ
て
は
、
工
事
と
設
計
図
書
と
の

照
合
の
方
法
及
び
工
事
監
理
の
実
施
の
状
況
に
関
す
る
報
告

の
方
法

③
　
当
該
設
計
又
は
工
事
監
理
に
従
事
す
る
こ
と
と
な
る
建
築
士

の
氏
名
及
び
そ
の
者
の
一
級
建
築
士
、
二
級
建
築
士
又
は
木

造
建
築
士
の
別
並
び
に
そ
の
者
が
構
造
設
計
一
級
建
築
士
又

は
設
備
設
計
一
級
建
築
士
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
旨

④
　
報
酬
の
額
及
び
支
払
の
時
期
 

⑤
　
契
約
の
解
除
に
関
す
る
事
項
 

⑥
　
そ
の
他
、
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項

（
施
行
規
則
第
22
条
の
2
の
2
及
び
同
第
17
条
の
38
）

①
　
建
築
士
事
務
所
の
名
称
及
び
所
在
地
並
び
に
当
該
建
築
士
事

務
所
の
一
級
建
築
士
事
務
所
、
二
級
建
築
士
事
務
所
又
は
木

造
建
築
士
事
務
所
の
別

②
　
建
築
士
事
務
所
の
開
設
者
の
氏
名
（
当
該
建
築
士
事
務
所
の

開
設
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
開
設
者
の

名
称
及
び
そ
の
代
表
者
の
氏
名
）

③
　
設
計
受
託
契
約
又
は
工
事
監
理
受
託
契
約
の
対
象
と
な
る
建

築
物
の
概
要

④
　
業
務
に
従
事
す
る
こ
と
と
な
る
建
築
士
の
登
録
番
号

⑤
　
業
務
に
従
事
す
る
こ
と
と
な
る
建
築
設
備
士
が
い
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
そ
の
氏
名

⑥
　
設
計
又
は
工
事
監
理
の
一
部
を
委
託
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

当
該
委
託
に
係
る
設
計
又
は
工
事
監
理
の
概
要
並
び
に
受
託

者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
当
該
受
託
者
に
係
る
建
築
士
事
務

所
の
名
称
及
び
所
在
地

（
法
第
22
条
の
3
の
3）

①
　

②
　

③
　

④
　

⑤
　

⑥
　

（
施
行
規
則
第
17
条
の
38
）

①
　

②
　

③
　

④
　

⑤
　

⑥
　

⑦
　
設
計
又
は
工
事
監
理
の
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施
の
期
間

⑧
　
そ
の
他
、
設
計
又
は
工
事
監
理
の
種
類
、
内
容

及
び
方
法

（
法
第
24
条
の
８
）

①
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③
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⑤
　

⑥
　

（
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①
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④
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施
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条
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①
　
契
約
の
年
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日

②
　
契
約
の
相
手
方
の
氏
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又
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名
称

左
欄
の
①
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⑥
と
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じ
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の
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じ
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の
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する場合は、その前に重要事項説明を実施する必要があるといえます。しかし営業段階で、無償の

サービスとして行う提案等は、債権債務関係が発生していないとみなすことが妥当と考えられます

から、こうした場合の事前には、重要事項説明は不要になります。

設計施工一括方式で設計業務を受託する場合については、平成26年の建築士法改正における書

面による契約の義務化（法第22条の3の3）において、契約書面の相互交付の時期は直接的に法律

で規定されませんでしたが、設計業務が完了した時点でも設計受託契約が締結されていない状態は

避けなければなりません。このため、設計施工一括方式で設計受託契約を工事請負契約書に含める

場合においても、その重要事項説明を行う時期は、遅くとも設計業務が完了する前で、かつ設計受

託契約を含む工事請負契約書の締結の前には行う必要があります。

重要事項説明の時期及び書面の交付の時期と受託業務との関係を整理すると次のようになります。

①　原　則

○ 契約締結後、契約に基づいて業務を実施するのが原則です。従って、その契約の前にあら

かじめ重要事項説明を行う必要があります。

【重要事項説明】 設計業務又は工事監理業務の期間

【契約締結（書面又は口頭による）】
【書面の交付】 （※１）

※１ 士法の規定に基づく書面による契約を行った場合は、書面の交付は不要。以下の②の場合
 も同じ。

②　工事請負契約書に設計受託契約を含める場合において、遅くとも……

○ 工事請負契約書に設計受託契約を含める場合においても、「原則」は、①と同じで、契約に

基づいて設計業務を実施するのが原則です。従ってその契約の前にあらかじめ重要事項説明

を行う必要があります。

○ 契約が設計業務開始までに締結できない場合は、遅くともその設計業務が完了するまでに

は設計受託契約が締結されていなければなりません。従って、その契約締結の前にはあらか

じめ重要事項説明を行う必要があります。

○ 積算業務が完了しなければ工事請負契約を締結できない場合には、設計施工一括であって

も契約を2段階にする等の対応が必要になります。

第2章　制度の運用に関して
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別記4
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別記5

83

建築士法の一部を改正する法律（平成26年法律第92号）新旧対照表

建築士法（昭和25年法律第202号）　（契約に関連する部分の抜粋）

新 旧

第四章の二 設計受託契約等

（設計受託契約等の原則）

第二十二条の三の二 設計又は工事監理の委託を受け

ることを内容とする契約（以下それぞれ「設計受託

契約」又は「工事監理受託契約」という。）の当事

者は、各々の対等な立場における合意に基づいて公

正な契約を締結し、信義に従つて誠実にこれを履行

しなければならない。

（延べ面積が三百平方メートルを超える建築物に係る

契約の内容）

第二十二条の三の三 延べ面積が三百平方メートルを

超える建築物の新築に係る設計受託契約又は工事監

理受託契約の当事者は、前条の趣旨に従つて、契約

の締結に際して次に掲げる事項を書面に記載し、署

名又は記名押印をして相互に交付しなければならな

い。

一 設計受託契約にあつては、作成する設計図書の種

類

二 工事監理受託契約にあつては、工事と設計図書と

の照合の方法及び工事監理の実施の状況に関する報

告の方法

三 当該設計又は工事監理に従事することとなる建築

士の氏名及びその者の一級建築士、二級建築士又は

木造建築士の別並びにその者が構造設計一級建築士

又は設備設計一級建築士である場合にあつては、そ

の旨

四 報酬の額及び支払の時期

五 契約の解除に関する事項

六 前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で定め

る事項

２ 延べ面積が三百平方メートルを超える建築物の新

（新設）

（新設）

（新設）

（傍線部分は改正部分）
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築に係る設計受託契約又は工事監理受託契約の当事

者は、設計受託契約又は工事監理受託契約の内容で

前項各号に掲げる事項に該当するものを変更すると

きは、その変更の内容を書面に記載し、署名又は記

名押印をして相互に交付しなければならない。

３ 建築物を増築し、改築し、又は建築物の大規模の

修繕若しくは大規模の模様替をする場合において

は、当該増築、改築、修繕又は模様替に係る部分の

新築とみなして前二項の規定を適用する。

４ 第二十条第四項の規定は、第一項又は第二項の規

定による書面の交付について準用する。この場合に

おいて、同条第四項中「建築士」とあるのは「設計

受託契約又は工事監理受託契約の当事者」と、「建

築主」とあるのは「契約の相手方」と、「当該結果」

とあるのは「当該書面に記載すべき事項」と、「報

告する」とあるのは「通知する」と、「文書での報

告をした」とあるのは「書面を交付した」と読み替

えるものとする。

５ 設計受託契約又は工事監理受託契約の当事者が、

第一項の規定により書面を相互に交付した場合（前

項の規定により読み替えて準用する第二十条第四項

の規定により書面を交付したものとみなされる場合

を含む。）には、第二十四条の八第一項の規定は、

適用しない。

（適正な委託代金）

第二十二条の三の四 設計受託契約又は工事監理受託

契約を締結しようとする者は、第二十五条に規定す

る報酬の基準に準拠した委託代金で設計受託契約又

は工事監理受託契約を締結するよう努めなければな

らない。

第六章　建築士事務所

（再委託の制限）

第二十四条の三　建築士事務所の開設者は、委託者の

（新設）

第六章　建築士事務所

（再委託の制限）

第二十四条の三　建築士事務所の開設者は、委託者の
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許諾を得た場合においても、委託を受けた設計又は

工事監理の業務を建築士事務所の開設者以外の者に

委託してはならない。

２ 建築士事務所の開設者は、委託者の許諾を得た場

合においても、委託を受けた設計又は工事監理（い

ずれも延べ面積が三百平方メートルを超える建築物

の新築工事に係るものに限る。）の業務を、それぞ

れ一括して他の建築士事務所の開設者に委託しては

ならない。

（重要事項の説明等）

第二十四条の七　建築士事務所の開設者は、設計受託

契約又は工事監理受託契約を建築主と締結しようと

するときは、あらかじめ、当該建築主に対し、管理

建築士その他の当該建築士事務所に属する建築士

（次項において「管理建築士等」という。）をして、

設計受託契約又は工事監理受託契約の内容及びその

履行に関する次に掲げる事項について、これらの事

項を記載した書面を交付して説明をさせなければな

らない。

一 設計受託契約にあつては、作成する設計図書の

種類

二 工事監理受託契約にあつては、工事と設計図書

との照合の方法及び工事監理の実施の状況に関す

る報告の方法

三 当該設計又は工事監理に従事することとなる建

築士の氏名及びその者の一級建築士、二級建築士

又は木造建築士の別並びにその者が構造設計一級

建築士又は設備設計一級建築士である場合にあつ

ては、その旨

四　報酬の額及び支払の時期

五　契約の解除に関する事項

六 前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で定

める事項

許諾を得た場合においても、委託を受けた設計又は

工事監理の業務を建築士事務所の開設者以外の者に

委託してはならない。

２ 建築士事務所の開設者は、委託者の許諾を得た場

合においても、委託を受けた設計又は工事監理（い

ずれも共同住宅その他の多数の者が利用する建築物

で政令で定めるものであつて政令で定める規模以上

のものの新築工事に係るものに限る。）の業務を、

それぞれ一括して他の建築士事務所の開設者に委託

してはならない。

（重要事項の説明等）

第二十四条の七　建築士事務所の開設者は、設計又は

工事監理の委託を受けることを内容とする契約（以

下それぞれ「設計受託契約」又は「工事監理受託契

約」という。）を建築主と締結しようとするときは、

あらかじめ、当該建築主に対し、管理建築士その他

の当該建築士事務所に属する建築士（次項において

「管理建築士等」という。）をして、設計受託契約又

は工事監理受託契約の内容及びその履行に関する次

に掲げる事項について、これらの事項を記載した書

面を交付して説明をさせなければならない。

一 設計受託契約にあつては、作成する設計図書の

種類

二 工事監理受託契約にあつては、工事と設計図書

との照合の方法及び工事監理の実施の状況に関す

る報告の方法

三 当該設計又は工事監理に従事することとなる建

築士の氏名及びその者の一級建築士、二級建築士

又は木造建築士の別並びにその者が構造設計一級

建築士又は設備設計一級建築士である場合にあつ

ては、その旨

四　報酬の額及び支払の時期

五　契約の解除に関する事項

六 前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で定
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２ 管理建築士等は、前項の説明をするときは、当該

建築主に対し、一級建築士免許証、二級建築士免許

証若しくは木造建築士免許証又は一級建築士免許証

明書、二級建築士免許証明書若しくは木造建築士免

許証明書を提示しなければならない。

（書面の交付）

第二十四条の八　建築士事務所の開設者は、設計受託

契約又は工事監理受託契約を締結したときは、遅滞

なく、国土交通省令で定めるところにより、次に掲

げる事項を記載した書面を当該委託者に交付しなけ

ればならない。

一 第二十二条の三の三第一項各号に掲げる事項

（削除）

（削除）

二 前号に掲げるもののほか、設計受託契約又は工

事監理受託契約の内容及びその履行に関する事項

で国土交通省令で定めるもの

２ 第二十条第四項の規定は、前項の規定による書面

の交付について準用する。この場合において、同条

第四項中「建築士」とあるのは「建築士事務所の開

設者」と、「建築主」とあるのは「委託者」と、「当

該結果」とあるのは「当該書面に記載すべき事項」

と、「報告する」とあるのは「通知する」と、「文書

での報告をした」とあるのは「書面を交付した」と

読み替えるものとする。

（業務の報酬）

第二十五条　国土交通大臣は、中央建築士審査会の同

意を得て、建築士事務所の開設者がその業務に関し

て請求することのできる報酬の基準を定めることが

できる。

める事項

２ 管理建築士等は、前項の説明をするときは、当該

建築主に対し、一級建築士免許証、二級建築士免許

証若しくは木造建築士免許証又は一級建築士免許証

明書、二級建築士免許証明書若しくは木造建築士免

許証明書を提示しなければならない。

（書面の交付）

第二十四条の八　建築士事務所の開設者は、設計受託

契約又は工事監理受託契約を締結したときは、遅滞

なく、国土交通省令で定めるところにより、次に掲

げる事項を記載した書面を当該委託者に交付しなけ

ればならない。

一　前条第一項各号に掲げる事項

二 設計又は工事監理の種類及び内容（前号に掲げ

る事項を除く。）

三 設計又は工事監理の実施の期間及び方法（第一

号に掲げる事項を除く。）

四 前三号に掲げるもののほか、設計受託契約又は

工事監理受託契約の内容及びその履行に関する事

項で国土交通省令で定めるもの

２ 第二十条第四項の規定は、前項の規定による書面

の交付について準用する。この場合において、同条

第四項中「建築士」とあるのは「建築士事務所の開

設者」と、「建築主」とあるのは「委託者」と、「当

該結果」とあるのは「当該書面に記載すべき事項」

と、「報告する」とあるのは「通知する」と、「文書

での報告をした」とあるのは「書面を交付した」と

読み替えるものとする。

（業務の報酬）

第二十五条　国土交通大臣は、中央建築士審査会の同

意を得て、建築士事務所の開設者がその業務に関し

て請求することのできる報酬の基準を定め、これを

勧告することができる。
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（監督処分）

第二十六条 （略）

２ 都道府県知事は、建築士事務所につき次の各号の

いずれかに該当する事実がある場合においては、当

該建築士事務所の開設者に対し、戒告し、若しくは

一年以内の期間を定めて当建築士事務所の閉鎖を命

じ、又は当該建築士事務所の登録を取り消すことが

できる。

一 建築士事務所の開設者が第二十二条の三の三第

一項から第四項まで又は第二十四条の二から第二

十四条の八までの規定のいずれかに違反したと

き。

二 （略）

三 建築士事務所の開設者が第二十三条の五第一項

又は第二項の規定による変更の届出をせず、又は

虚偽の届出をしたとき。

（削除）

四～十 （略）

３・４（略）

第10章　罰則

第四十一条　次の各号のいずれかに該当する者は、三

十万円以下の罰金に処する。

一 第十条の二第一項又は第二項の規定による報告

をせず、又は虚偽の報告をした者

二 第十条の二第一項又は第二項の規定による検査

を拒み、妨げ、又は忌避した者

三 第十条の二第一項又は第二項の規定による質問

に対して答弁せず、又は虚偽の答弁をした者

四～八 （略）

九 第二十三条の五第一項又は第二項の規定による

変更の届出をせず、又は虚偽の届出をした者

（監督処分）

第二十六条　（略）

２ 都道府県知事は、建築士事務所につき次の各号の

いずれかに該当する事実がある場合においては、当

該建築士事務所の開設者に対し、戒告し、若しくは

一年以内の期間を定めて当該建築士事務所の閉鎖を

命じ、又は当該建築士事務所の登録を取り消すこと

ができる。

（新設）

一 （略）

二 建築士事務所の開設者が第二十三条の五第一項

の規定による変更の届出をせず、又は虚偽の届出

をしたとき。

三 建築士事務所の開設者が第二十四条の二から第

二十四条の八までの規定のいずれかに違反したと

き。

四～十 （略）

３・４（略）

第10章　罰則

第四十一条　次の各号のいずれかに該当する者は、三

十万円以下の罰金に処する。

（新設）

（新設）

（新設）

一～五 （略）

六 第二十三条の五第一項の規定による変更の届出

をせず、又は虚偽の届出をした者
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十～十四 （略）

十五 第二十四条の八第一項の規定に違反して、書

面を交付せず、又は虚偽の記載のある書面を交付

した者

十六～十八 （略）

第四十四条　次の各号のいずれかに該当する者は、十

万円以下の過料に処する。

一 第五条第四項（第十条の十九第一項及び第十条

の二十一第一項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。）、第八条の二、第十条の二の二第

五項（第十条の十九第一項の規定により読み替え

て適用される場合を含む。）、第二十三条の七（第

二十六条の四第一項の規定により読み替えて適用

される場合を含む。）又は第二十四条の七第二項

の規定に違反した者

二～四　（略）

七～十一 （略）

十二 第二十四条の八第一項の規定に違反して、書

面を交付せず、又は虚偽の記載のある書面を交付

した者

十三～十五 （略）

第四十四条　次の各号のいずれかに該当する者は、十

万円以下の過料に処する。

一 第五条第三項（第十条の十九第一項及び第十条

の二十一第一項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。）、第八条の二、第十条の二第四項

（第十条の十九第一項の規定により読み替えて適

用される場合を含む。）、第二十三条の七（第二十

六条の四第一項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。）又は第二十四条の七第二項の規

定に違反した者

二～四 （略）
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建築士法施行令及び建築基準法施行令の一部を改正する政令（平成
27年政令第13号） 新旧対照表 （契約に関連する部分の抜粋）

建築士法施行令（昭和25年政令第201号）　（抄）

新 旧

（情報通信の技術を利用する方法）

第七条 （略）

２（略）

３ 前二項の規定は、法第二十二条の三の三第一項又

は第二項の規定により契約の相手方に書面の交付を

しようとするときについて準用する。この場合にお

いて、前二項中「建築士」とあるのは「設計受託契

約又は工事監理受託契約の当事者」と、「結果の報

告」とあるのは「書面に記載すべき事項の通知」と

読み替えるものとする。

４ 第一項及び第二項の規定は、法第二十四条の八第

一項の規定により委託者に書面の交付をしようとす

るときについて準用する。

この場合において、第一項及び第二項中「建築士」

とあるのは「建築士事務所の開設者」と、「結果の

報告」とあるのは「書面に記載すべき事項の通知」

と読み替えるものとする。

（削る）

（情報通信の技術を利用する方法）

第七条 （略）

２（略）

（新設）

３ 前二項の規定は、法第二十四条の八第一項の規定

により委託者に書面の交付をしようとするときにつ

いて準用する。この場合において、前二項中「建築

士」とあるのは「建築士事務所の開設者」と、「結

果の報告」とあるのは「書面に記載すべき事項の通

知」と読み替えるものとする。

（その設計等の業務が再委託の制限の対象となる多数

の者が利用する建築物及びその規模）

第八条 法第二十四条の三第二項の政令で定める建築

物は、共同住宅とする。

２ 法第二十四条の三第二項の政令で定める規模は、

階数が三で、かつ、床面積の合計が千平方メートル

のものとする。

（傍線部分は改正部分）
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建築士法施行規則及び建築基準法施行規則の一部を改正する省令
（平成27年国土交通省令第8号） 新旧対照表 （契約に関連する部
分の抜粋）

建築士法施行規則（昭和25年建設省令第38号）　（抄）

新 旧

第二章の五　設計受託契約等

（延べ面積が三百平方メートルを超える建築物に係る

契約の内容）

第十七条の三十八 法第二十二条の三の三第一項第六

号に規定する国土交通省令で定める事項は、次に掲

げるものとする。

一 建築士事務所の名称及び所在地並びに当該建築

士事務所の一級建築士事務所、二級建築士事務所

又は木造建築士事務所の別

二 建築士事務所の開設者の氏名（当該建築士事務

所の開設者が法人である場合にあつては、当該開

設者の名称及びその代表者の氏名）

三 設計受託契約又は工事監理受託契約の対象とな

る建築物の概要

四 業務に従事することとなる建築士の登録番号

五 業務に従事することとなる建築設備士がいる場

合にあつては、その氏名

六 設計又は工事監理の一部を委託する場合にあつ

ては、当該委託に係る設計又は工事監理の概要並

びに受託者の氏名又は名称及び当該受託者に係る

建築士事務所の名称及び所在地

七 設計又は工事監理の実施の期間

八 第三号から第六号までに掲げるもののほか、設

計又は工事監理の種類、内容及び方法

（情報通信の技術を利用する方法）

第十七条の三十九 第十七条の十六の規定は、法第二

十二条の三の三第一項又は第二項の規定により契約

の相手方に書面の交付をしようとするときについて

準用する。この場合において、第十七条の十六第一

（新設）

（新設）

（新設）

（傍線部分は改正部分）
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項第一号及び第三項中「建築士」とあるのは「設計

受託契約又は工事監理受託契約の当事者」と、同条

第一項第一号ロ及び第二号並びに第二項第二号中

「結果」とあるのは「書面に記載すべき事項」と、

同条第一項第一号ロ中「報告」とあるのは「通知」

と読み替えるものとする。

第十七条の四十 第十七条の十七の規定は、令第七条

第三項において同条第一項の規定を準用する場合に

ついて準用する。この場合において、第十七条の十

七第一号中「前条第一項」とあるのは「第十七条の

三十九において読み替えて準用する第十七条の十六

第一項」と、「建築士」とあるのは「設計受託契約

又は工事監理受託契約の当事者」と読み替えるもの

とする。

（重要事項説明）

第二十二条の二の二　法第二十四条の七第一項第六号

に規定する国土交通省令で定める事項は、第十七条

の三十八第一号から第六号までに掲げる事項とす

る。

（削る）

（新設）

（重要事項説明）

第二十二条の二の二　法第二十四条の七第一項第六号

の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものと

する。

一 建築士事務所の名称及び所在地

二 建築士事務所の開設者の氏名（当該建築士事務

所の開設者が法人である場合にあつては、当該開

設者の名称及びその代表者の氏名

三 設計受託契約又は工事監理受託契約の対象とな

る建築物の概要

四 業務に従事することとなる建築士の登録番号

五 業務に従事することとなる建築設備士がいる場

合にあつては、その氏名

六 設計又は工事監理の一部を委託する場合にあつ

ては、当該委託に係る設計又は工事監理の概要並

びに受託者の氏名又は名称及び当該受託者に係る

建築士事務所の名称及び所在地
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（書面の交付）

第二十二条の三　法第二十四条の八第一項第二号に規

定する国土交通省令で定める事項は、次のとおりと

する。

一　契約の年月日

二　契約の相手方の氏名又は名称

２ 建築士事務所の開設者は、法第二十四条の八第一

項 に規定する書面を作成したときは、当該書面に

記名押印又は署名をしなければならない。

（書面の交付）

第二十二条の三　法第二十四条の八第一項第四号に規

定する国土交通省令で定める事項は、次のとおりと

する。

一　契約の年月日

二　契約の相手方の氏名又は名称

２ 建築士事務所の開設者は、法第二十四条の八第一

項 に規定する書面を作成したときは、当該書面に

記名押印又は署名をしなければならない。
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別記8

建築士法等の一部を改正する法律等の施行について（技術的助言）（抜粋）
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別記9
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公共工事における設計業務等の契約の際の重要事項説明について
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